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規 則

医療法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成２０年１０月２１日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道規則第１００号

医療法施行細則の一部を改正する規則

医療法施行細則（昭和４６年北海道規則第８４号）の一部を次のように改正する。

第２１条並びに第２６条第２項及び第３項中「診療用高エネルギー放射線発生装置、」の次に

「診療用粒子線照射装置、」を加える。

第３０条の次に次の１条を加える。

（社会医療法人の認定の申請）

第３０条の２ 省令第３０条の３６に規定する申請書は、別記第３５号様式の２の社会医療法人認定

申請書によらなければならない。

「診療用高エネルギー放射線発生装置等備付届

診療用高エネルギー放射線発生装置
診 療 用 放 射 線 照 射 装 置

別記第２０号様式中 診 療 用 放 射 線 照 射 器 具 を
放 射 性 同 位 元 素 装 備 診 療 機 器
診 療 用 放 射 性 同 位 元 素
陽電子断層撮影診療用放射性同位元素 」

「診療用高エネルギー放射線発生装置等備付届
診療用高エネルギー放射線発生装置
診 療 用 粒 子 線 照 射 装 置
診 療 用 放 射 線 照 射 装 置
診 療 用 放 射 線 照 射 器 具 に改め、「診療用高エネルギー放射線発生
放 射 性 同 位 元 素 装 備 診 療 機 器
診 療 用 放 射 性 同 位 元 素
陽電子断層撮影診療用放射性同位元素 」

装置、」の次に「診療用粒子線照射装置、」を、「第２５条」の次に「第２５条の２」を加え、
同様式の別紙その１中「（診療用高エネルギー放射線発生装置」の次に「・診療用粒子線照
射装置」を加え、
「

診
療
用
高
エ
ネ
ル
ギ
ー
放
射
線
発
生
装

置
の
使
用
条
件
等

製 作 者 名

型 式 及 び 台 数

定 格 出 力

エックス線
最大エネルギー （MeV）

最大線量率（水の吸収線量） （Gy／分 at１m）

電 子 線
最大エネルギー （MeV）

最大線量率（水の吸収線量） （Gy／分 at１m）

設 置 型 □据置型 □移動型

使 用 場 所 □診療用高エネルギー放射線発生装置使用室
□手術室

最大使用時間又は最大使用線量
（時間／週）、 （時間／３月）

（Gy／週 at１m）、 （Gy／３月 at１m）
」

を

「

診
療
用
高
エ
ネ

は
診
療
用
粒
子

製 作 者 名

型 式 及 び 台 数

定 格 出 力

エックス線
最大エネルギー （MeV）

最大線量率（水の吸収線量） （Gy／分 at１m）
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等

電 子 線
最大エネルギー （MeV）

最大線量率（水の吸収線量） （Gy／分 at１m）

設 置 型 □据置型 □移動型

使 用 場 所
□診療用高エネルギー放射線発生装置使用室
□診療用粒子線照射装置使用室
□手術室

最大使用時間又は最大使用線量
（時間／週）、 （時間／３月）

（Gy／週 at１m）、 （Gy／３月 at１m）
」

に、

「

診
療
用
高
エ
ネ
ル
ギ
ー
放
射
線
発
生
装
置
の

放
射
線
障
害
の
防
止
に
関
す
る
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造
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備
及

び
予
防
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置
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要

」

を

「

診
療
用
高
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ネ
ル
ギ
ー
放
射
線
発
生
装
置
又
は

診
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用
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に、

「

診
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置
使
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等
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を

「
診
療
用
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ギ
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放
射
線
発
生
装
置
使
用
室
等
又

は
診
療
用
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使
用
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の
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す
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」

に、

「

診療用高エネルギ
ー放射線発生装置
を使用する医師、
歯科医師又は診療
放射線技師の氏名
及び放射線診療に
関 す る 経 歴

」

を

「

診療用高エネルギ
ー放射線発生装置
又は診療用粒子線
照射装置を使用す
る医師、歯科医師
又は診療放射線技
師の氏名及び放射
線診療に関する経
歴

」

に改め、同様式末尾欄外注意事項１の事項

中「診療用高エネルギー放射線発生装置」の次に「又は診療用粒子線照射装置」を加え、同
注意事項２及び３の事項中「診療用高エネルギー放射線発生装置使用室等」の次に「又は診
療用粒子線照射装置使用室等」を加え、同注意事項４の事項中「診療用高エネルギー放射線
発生装置」の次に「又は診療用粒子線照射装置」を加え、同注意事項５の事項中「診療用高
エネルギー放射線発生装置使用室等」の次に「又は診療用粒子線照射装置使用室等」を加え
る。

「診療用高エネルギー放射線発生装置等変更届
診療用高エネルギー放射線発生装置
診 療 用 放 射 線 照 射 装 置

別記第２６号様式中 診 療 用 放 射 線 照 射 器 具 を
放 射 性 同 位 元 素 装 備 診 療 機 器
診 療 用 放 射 性 同 位 元 素
陽電子断層撮影診療用放射性同位元素 」

「診療用高エネルギー放射線発生装置等変更届
診療用高エネルギー放射線発生装置
診 療 用 粒 子 線 照 射 装 置
診 療 用 放 射 線 照 射 装 置
診 療 用 放 射 線 照 射 器 具

に改め、「（診療用高エネルギー放射線発

放 射 性 同 位 元 素 装 備 診 療 機 器
診 療 用 放 射 性 同 位 元 素
陽電子断層撮影診療用放射性同位元素 」

生装置」の次に「、診療用粒子線照射装置」を加える。
「エ ッ ク ス 線 装 置 等 廃 止 届

エックス線装置
別記第２７号様式中 診療用高エネルギー放射線発生装置 を

診療用放射線照射装置
診療用放射線照射器具
放射性同位元素装備診療機器 」

「エ ッ ク ス 線 装 置 等 廃 止 届

エックス線装置
診療用高エネルギー放射線発生装置
診療用粒子線照射装置

に、「、診療用高エネルギー放射線発生装

診療用放射線照射装置
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診療用放射線照射器具
放射性同位元素装備診療機器 」

置」を「、診療用高エネルギー放射線発生装置、診療用粒子線照射装置」に、「又は診療用

高エネルギー放射線発生装置」を、「、診療用高エネルギー放射線発生装置又は診療用粒子

線照射装置」に改める。

別記第３５号様式の次に次の１様式を加える。

別記第３５号様式の２（第３０条の２関係）

法人番号：

年 月 日

北海道知事 様

主たる事務所の所在地

医療法人

理事長 �
電話番号

社 会 医 療 法 人 認 定 申 請 書

社会医療法人の認定を受けたいので、医療法施行令第５条の５及び医療法施行規則第３０条

の３６の規定により、次のとおり申請します。

記

救急医療等確保事業を行っている病院又は診療所
救急医療等確保事業の別

名 称 所 在 地

注意事項
１ 「救急医療等確保事業を行っている病院又は診療所」欄には、医療法第４２条の２
第１項第５号の基準に適合する病院又は診療所（指定管理者として管理する病院又

は診療所を含む。）をすべて記載すること。
２ 「救急医療等確保事業の別」欄には、当該施設で行っている医療が、医療法第３０
条の４第２項第５号に掲げる医療のうち、次のいずれに該当するものであるか（当
該施設で医療法第４２条の２第１項第５号の基準を満たすものが複数ある場合は、そ
のすべて）を記載すること。
� 救急医療（精神科救急医療の基準を満たす場合は、「精神科救急医療」と記載
すること。）

� 災害医療
� へき地医療
� 周産期医療
� 小児救急医療
添付書類
１ 医療法第４２条の２第１項第４号に掲げる要件に該当する旨を説明する書類
２ 医療法第４２条の２第１項第５号に掲げる要件に該当する旨を説明する書類
３ 医療法第４２条の２第１項第１号から第３号まで及び第６号に掲げる要件に該当す
る旨を説明する書類
備考 正本１部、副本２部を提出すること。
附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。
２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の医療法施行細則の規定に基づいて作成
されている用紙がある場合においては、この規則による改正後の医療法施行細則の規定に
かかわらず、当分の間、必要な調整をして使用することを妨げない。

告 示

北海道告示第６６９号

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第１５条の１７第１項の規定に
より、次のとおり指定区域として指定する。
平成２０年１０月２１日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 指定の区域 上川郡東川町１００２番１の一部、１２１６番１の一部、３６５４番の一部
� 埋立地の区分 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００

号。（以下「政令」という。）第１３条の２第１号
２� 指定の区域 空知郡上富良野町２２２５番７の一部、２２２５番５０の一部
� 埋立地の区分 政令第１３条の２第３号イ及び廃棄物の処理及び清掃に関する法律
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施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号）第１２条の３１第２号

北海道告示第６７０号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８９条の２第９項の規定により、鷹栖町たいせつ西
地区の換地処分をした。
平成２０年１０月２１日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第６７１号

次のとおり道営土地改良事業の工事を完了したので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５
号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。
平成２０年１０月２１日

北海道知事 高 橋 はるみ
地区名 事 業 の 種 類 完了年月日
ニセコ 中山間地域総合整備（農業用道路、区画整理、客土） 平成１８．１１．９
同 同 （暗きょ排水、農用地改良保全） 同 １７．１１．２５

北海道告示第６７２号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保安林を指
定する予定である。
平成２０年１０月２１日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 保安林予定森林の所在場所 函館市御崎町１９７・２０２の１・２０３の４・２０４の１・２０５（以

上５筆について次の図に示す部分に限る。）、２０１、２０６、
２０７、２２２の１、２２２の２

２ 指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
３ 指 定 施 業 要 件
� 立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道渡島支庁産
業振興部林務課及び函館市役所に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第６７３号

農林水産大臣から、次のように保安林を指定する予定である旨、森林法（昭和２６年法律第
２４９号）第２９条の規定による通知があった。

平成２０年１０月２１日
北海道知事 高 橋 はるみ

１ 保安林予定森林の所在場所 伊達市大滝区三階滝町７０４（国有林。次の図に示す部分
に限る。）、７１１（国有林）

２ 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
３ 指 定 施 業 要 件
� 立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課及び伊達市役所に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第６７４号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する予定である。
平成２０年１０月２１日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 解除予定保安林の所在場所 釧路市大楽毛６の３８５から６の３８８まで（以上４筆に

ついて次の図に示す部分に限る。）
� 保安林として指定された目的 風害の防備
� 解 除 の 理 由 河川管理施設用地とするため
２� 解除予定保安林の所在場所 松前郡福島町字岩部２６９の８４・字日出２２９の５（以上

２筆について次の図に示す部分に限る。）
� 保安林として指定された目的 土砂の崩壊の防備
� 解 除 の 理 由 道路用地とするため
３� 解除予定保安林の所在場所 松前郡福島町字岩部２６９の８４・字日出２２９の５（以上

２筆について次の図に示す部分に限る。）
� 保安林として指定された目的 魚つき
� 解 除 の 理 由 道路用地とするため

２６北 海 道 公 報 第����号平成２０年１０月２１日（火曜日）



４� 解除予定保安林の所在場所 松前郡福島町字岩部２６９の８４・字日出２２９の５（以上
２筆について次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的 公衆の保健
� 解 除 の 理 由 道路用地とするため
５� 解除予定保安林の所在場所 茅部郡森町字森川町３１７の９０
� 保安林として指定された目的 風害の防備
� 解 除 の 理 由 道路用地とするため
（「次の図」は、省略し、その図面を関係支庁産業振興部林務課並びに釧路市役所及び福
島町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第６７５号

土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第１１条第１項ただし書の規定により、次のとおり土
地に立ち入る旨、通知があった。
平成２０年１０月２１日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 起 業 者 の 名 称 国土交通大臣
２ 事 業 の 種 類 一般国道３９号改築工事（北見道路・北見インターチェンジ（仮

称）から東十号インターチェンジ（仮称）まで）、これに伴う用
排水路、送電線、道道及び市道付替工事並びに送電線及び道道付
替工事に伴う附帯工事

３ 立ち入ろうとする
土地の区域

北見市川東３８３番１及び３８３番２

４ 立 入 期 間 平成２０年１１月４日から１１月７日まで

北海道告示第６７６号

建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２８条第３項の規定により、次のとおり営業停止の処
分をした。
平成２０年１０月２１日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 処 分 を し た 年 月 日 平成２０年１０月９日
２ 処 分 を 受 け た 者
� 商号及び代表者の氏名 工藤建設株式会社 工藤 誠治
� 主たる営業所の所在地 茅部郡森町字常磐町９０番地
� 建設業の許可の番号 （般・特－１９、般－２０）渡第４４０号
３ 処 分 の 内 容

� 営 業 停 止 の 範 囲 業種、地域、公共工事、民間工事の範囲を限定せず、営業
の全部停止

� 営 業 停 止 の 期 間 平成２０年１０月２１日から１１月１９日までの３０日間
４ 処分の原因となった事実 上記の者が建設業法第２８条第１項第２号及び第３号に該当

した。

北海道告示第６７７号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び北海道札幌土木現業所に備え置いて、告
示の日から２週間、一般の縦覧に供する。
平成２０年１０月２１日

北海道知事 高 橋 はるみ
路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道 当別浜益港線 石狩郡当別町字青山奥１０３１番３地先から

石狩郡当別町字青山奥１０２４番４９地先まで
平成２０．１０．２３

石狩郡当別町字青山奥１０２４番３３地先から
石狩郡当別町字青山奥１０２４番３４地先（河川敷地）まで

同

北 海 道 公 報 第����号 ２７平成２０年１０月２１日（火曜日）



毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行 （購読料金（送料とも）は月額３，０９０円） 発 行 北 海 道
編 集 総務部人事局法制文書課
印 刷 富 士 プ リ ン ト 株 式 会 社

２８北 海 道 公 報 第����号平成２０年１０月２１日（火曜日）


